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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トナー画像をニップ部にて加熱する加熱回転体と、前記加熱回転体との間で前記ニップ
を形成するエンドレスベルトと、前記エンドレスベルトを支持する支持部材と、前記エン
ドレスベルトと前記加熱回転体を接離させる接離手段と、を有する画像加熱装置において
、
　前記加熱回転体と離間した状態にある前記エンドレスベルトから記録材を取り除く際に
前記エンドレスベルトが幅方向へ移動するのを規制する規制手段を有して、
　前記規制手段は、前記接離手段により前記エンドレスベルトと前記加熱回転体とが離間
するのに連動して、前記エンドレスベルトを前記支持部材との間で挟み込むように圧接す
る位置へ相対移動するローラを有して、
　前記ローラは、記録材を取り除くために前記加熱回転体と前記エンドレスベルトとが離
間した状態で、前記圧接する位置で回転可能であることを特徴とする画像加熱装置。
【請求項２】
　前記ローラは、前記圧接する位置で前記エンドレスベルトに従動回転可能であることを
特徴とする請求項１に記載された画像加熱装置。
【請求項３】
　前記加熱回転体は、加熱ベルトであって、
　前記接離手段により前記エンドレスベルトと前記加熱ベルトとが離間するのに連動して
、前記加熱ベルトの周面を圧接する位置へ相対移動することで、前記加熱ベルトが幅方向
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に移動するのを規制する加熱ベルト規制手段を有することを特徴とする請求項１又は２に
記載された画像加熱装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は記録材上のトナー画像を加熱する画像加熱装置に関するものである。
【０００２】
　この画像加熱装置としては、例えば、記録材上の未定着トナー画像を定着する定着装置
や、記録材に定着されたトナー画像を加熱することにより画像の光沢度を向上させる光沢
向上装置を挙げることができる。
【０００３】
　また、この画像加熱装置は、例えば、電子写真方式を採用して記録材にトナー画像を形
成する、複写機、プリンタ、ＦＡＸ、及びこれらの機能を複数備えた複合機等の画像形成
装置に用いることができる。
【背景技術】
【０００４】
　従来、電子写真方式を採用した画像形成装置では、記録材に未定着トナー像を形成し、
その後、この未定着トナー像を加熱、加圧することで定着する定着装置が設けられている
。
【０００５】
　このような定着装置として、画像形成を高速化するため定着ニップの幅（記録材搬送方
向の長さ）を長くすることができるという点でメリットのあるベルト定着装置が提案され
ている（特許文献１）。
【０００６】
　このベルト定着装置では、定着処理が終了すると、加圧ベルトを定着ローラから離間さ
せることで待機する構成とされている。
【０００７】
　なお、このようなベルト定着装置において、加圧ベルトが所定の範囲を超えてその幅方
向へ外れてしまわないように、加圧ベルトを懸架するステアリングローラを傾けることで
加圧ベルトが所定の範囲内で揺動するようにコントロールすることが知られている。
【０００８】
　また、別の機構として、加圧ベルト内面の幅方向端部に位置規制リブを設けこれが加圧
ベルトを懸架するローラのフランジと突き当たるようにすることで、加圧ベルトが所定の
範囲から外れてしまわないようにする位置規制機構が知られている。
【特許文献１】特開平１１－２３１７０１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、従来の構成では以下のような問題が発生する恐れがあった。
【００１０】
　つまり、定着装置で発生したジャムにより記録材が加圧ベルトに張り付いてしまってい
るような場合、ジャム処理時に加圧ベルトが引っ張られて所定の範囲から幅方向へ外れて
しまう恐れがあった。
【００１１】
　これは、ユーザが記録材を加圧ベルトの移動方向に沿って加圧ベルトから引き剥がせば
問題はないが、ユーザが記録材を加圧ベルトから斜めにもしくは横方向に取り除こうとし
たことで生じたものと考えられる。
【００１２】
　なお、このような加圧ベルトが所定の範囲から外れてしまう現象は、上述した位置規制
機構を設けたとしても、回避することはできなかった。
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【００１３】
　そして、このような現象は次のような状況において顕著であった。
【００１４】
　具体的には、本画像形成装置とは仕様などが異なる他の画像形成装置で記録材の片面に
画像を形成した後、記録材の再利用の観点から、この記録材の裏面を用いて本画像形成装
置で画像形成する際に上述した現象が発生した。
【００１５】
　なぜならば、他の画像形成装置で使用されるトナーは本画像形成装置で使用するものと
は異なっており、また本画像形成装置では定着条件が最適化されないからである。つまり
、他の画像形成装置で形成されたトナーが原因で、本画像形成装置での定着時に記録材が
加圧ベルトに張り付いてしまった為であると考えられる。
【００１６】
　このように加圧ベルトの位置が所定の範囲外となってしまうと、ジャム復帰時のチェッ
クシーケンスにおいて加圧ベルトが所定の範囲内にないためエラーとなってしまう。
【００１７】
　従って、中断されている画像形成を早期に再開できないことになってしまうので、ユー
ザにとっては不都合極まりない。
【００１８】
　本発明はこのような問題を解決することが目的である。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明は、トナー画像をニップ部にて加熱する加熱回転体と、前記加熱回転体との間で
前記ニップを形成するエンドレスベルトと、前記エンドレスベルトを支持する支持部材と
、前記エンドレスベルトと前記加熱回転体を接離させる接離手段と、を有する画像加熱装
置において、
　前記加熱回転体と離間した状態にある前記エンドレスベルトから記録材を取り除く際に
前記エンドレスベルトが幅方向へ移動するのを規制する規制手段を有して、
　前記規制手段は、前記接離手段により前記エンドレスベルトと前記加熱回転体とが離間
するのに連動して、前記エンドレスベルトを前記支持部材との間で挟み込むように圧接す
る位置へ相対移動するローラを有して、
　前記ローラは、記録材を取り除くために前記加熱回転体と前記エンドレスベルトとが離
間した状態で、前記圧接する位置で回転可能であることを特徴とする。 
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、エンドレスベルトから記録材を取り除く際にエンドレスベルトが幅方
向へ移動してしまうのを規制することができる。従って、画像加熱処理を早期に再開する
ことができるので、ユーザビリティ性の高い装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、図面を用いて、本発明に係る画像加熱装置について具体的に説明する。なお、以
下において、特段の記載がない限り、本発明の思想の範囲内において、種々の構成を他の
公知の構成に変更可能である。
【実施例１】
【００２３】
　まず、画像加熱装置の例としての定着装置の説明を行う前に、画像形成装置の全体構成
について説明を行う。
【００２４】
　（画像形成機器）
　図１に示す画像形成装置の概略断面図を用いて説明する。この画像形成装置は、電子写
真方式を採用した、所謂、プリンタである。
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【００２５】
　画像形成装置１００は、記録材としてのシートＰにトナー画像を形成する画像形成手段
としての後述する画像形成機器と、シートに形成されたトナー画像を加熱・加圧して定着
する画像加熱装置としての定着器が設けられている。
【００２６】
　そこで、以下の画像形成機器１０２～１０８について説明する。
【００２７】
　画像形成装置１００には、時計回りに回転する像担持体としての感光ドラム１０２が設
置され、この周りに帯電手段としての帯電器１０３が設けられている。帯電器１０３は感
光ドラム１０２の表面を一様に帯電処理する。本例では、感光ドラム１０２を負極性に帯
電している。
【００２８】
　そして、露光手段としての露光装置１０４が、外部のホストコンピュータから受けた画
像情報信号に応じてレーザ光１０５を負極性に帯電された感光ドラム１０２表面に照射す
る。その結果、感光ドラム１０２上に静電潜像が形成される。
【００２９】
　現像手段としての現像器１０６は、感光ドラム上に形成された静電潜像をトナーにより
現像することで、感光ドラム１０２上にトナー画像を形成する。
【００３０】
　一方、シートＰは装置下部の給送カセット１０９に収納されており、給送ローラ１１０
によってレジストローラ対１１１へと給送される。そして、シートＰは、レジストローラ
対１１１により感光体ドラム１０２上のトナー画像と同期して転写部へと搬送する。その
後、転写手段としての転写ローラ１０７は、感光ドラム上のトナー画像をシートＰ上に静
電転写する。
【００３１】
　その後、クリーニング手段としてのクリーニング装置１０８は、次の画像形成のため、
感光体ドラム１０２上に残留したトナーを除去する。
【００３２】
　一方、トナー画像が形成されたシートＰは定着器５００へと搬送され、シート上のトナ
ー画像は定着器５００により加熱、加圧されてシート上に定着される。その後、トナー画
像が定着されたシートＰは排出ローラ対１１２によって装置上部の排出トレイ１１３へと
搬送排出される。
【００３３】
　（定着器）
　次に画像加熱装置としての定着器について図２、図３を用いて詳細に説明する。
【００３４】
　定着器５００は、大別して、シートＰ上の未定着トナー像と接触する加熱ユニット１と
、シートＰの未定着トナー像が形成された面とは反対の面と接触する加圧ユニット２と、
を有している。
【００３５】
　加熱ベルト１３は、厚さ７５μｍ、幅３８０ｍｍ、周長１５０ｍｍのＰＩ（ポリイミド
）樹脂基層上に厚さ３００μｍのシリコンゴムがコーティングされた構成となっている。
なお、ベルトを構成する材料については、上述の例に限らず、耐熱性を具備したものであ
れば他の材料を使用しても差し支えない。また、ベルトの厚さや周長などについても、上
述の例に限らず、適宜設定すれば差し支えない。
【００３６】
　まず、加熱ユニット１は、エンドレスベルト（加熱回転体）である加熱ベルト１３と、
この加熱ベルト１３を懸架する加熱ローラ１１とテンションローラ（支持部材）１４を有
している。
【００３７】
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　加熱ベルト１３を懸架するテンションローラ１４は、ベルトの張力が所定の値（本例で
は１００Ｎ）となるように張力を付与している。また、テンションローラ１４はステンレ
ス製であり、外径がφ２０、内径φ１８程度に形成された中空ローラである。そして、テ
ンションローラ１４は、加熱ベルト１３が走行中にその幅方向へ揺動するようにステアリ
ングローラとしての機能も併せ持っている。なお、本例では、ベルトの幅方向とは、ベル
トの走行方向と直交する方向を指し、ベルトを懸架するローラの回転軸線方向と平行な方
向を指す。
【００３８】
　このステアリング機構は、加熱ベルト１３の幅方向における位置を検出する検出手段と
しての位置検出センサ１４Ａと、ステアリングローラ１４の長手方向（回転軸線方向）一
端を上下に変位させる変位機構が設けられている。そして、加熱ベルト１３が走行中（定
着中）に設定ゾーンから外れてしまわないように、制御手段としてのコントローラ（ＣＰ
Ｕ）６００がセンサ１４Ａの検出結果に基づき変位機構を動作させてステアリングローラ
１４を変位させる。その結果、加熱ベルト１３が幅方向へ寄ってしまいその端部が劣化し
てしまうなどの不具合が生じるのを防止することができる。
【００３９】
　なお、このステアリングローラ１４の変位機構としては次のような構成としても構わな
い。
【００４０】
　つまり、ステアリングローラ１４の長手方向一端と他端を互いに逆方向に変位させる構
成である。具体的には、ステアリングローラ１４の長手方向一端を上方へ変位させつつ他
端を下方へ変位させる機構である。このような構成とすることで、加熱ベルト１３が走行
中に設定ゾーンから外れてしまわないようにするために必要とされるステアリングローラ
１４の変位量を小さくすることができる。
【００４１】
　加熱ローラ１１は、外径がφ２０とされ、ステンレス製の中空円筒状のローラとされて
いる。
【００４２】
　そして、加熱ローラ１１の内部には、加熱源としてのハロゲンヒータ１２が設置されて
いる。そして、加熱ベルト１３の外面に接触してその温度を検出する温度検出手段として
の温度センサ１２Ａが設けられており、コントローラ６００が温度センサの検出結果に基
づきハロゲンヒータ１２への通電を制御している。その結果、加熱ベルト１３の温度が目
標温度である設定温度（本例では１８０度）に維持することができる。つまり、シートＰ
上のトナーＴに与える熱量をほぼ一定にすることができ、定着処理（画像加熱処理）を適
切に行うことができる。
【００４３】
　また、加熱ローラ１１は、加熱ベルト１３を駆動する駆動ローラとしての機能も併せ持
っている。
【００４４】
　加熱ローラ１１と後述する加圧ローラ１５間に形成されたニップ域の入口側に、金属製
の加圧パッド１９が設置されている。これは、定着ニップの長さ（シート搬送方向）を稼
ぐためである。つまり、本例では、加圧パッド１９と後述する加圧パッド１８によるニッ
プ領域から、加熱ローラ１１と加圧ローラ１５によるニップ領域に亘る充分に長い定着ニ
ップとなっている。
【００４５】
　次に、加圧ユニット２について説明する。
【００４６】
　加圧ユニット２は、加熱ベルトとの間で定着ニップ部を形成するためのエンドレスベル
ト（加圧回転体）である加圧ベルト１６と、この加熱ベルト１６を懸架する加圧ローラ１
５とテンションローラ（支持部材）１７を有している。
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【００４７】
　加圧ベルト１６は、厚さ７５μｍ、幅３８０ｍｍ、周長１５０ｍｍのＰＩ（ポリイミド
）基層上に厚さ３００μｍのシリコンゴムがコーティングされた構成となっている。なお
、ベルトを構成する材料については、上述の例に限らず、耐熱性を具備したものであれば
他の材料を使用しても差し支えない。また、ベルトの厚さや周長などについても、上述の
例に限らず、適宜設定すれば差し支えない。
【００４８】
　この加圧ローラ１５は、加圧ベルト１６を加熱ベルト１３に所定の圧力で加圧する機能
の他に、加圧ベルト１６を駆動する駆動ローラとしての機能も併せ持っている。この加圧
ローラ１５は、外径がφ２０とされ、ステンレス製の中空円筒状のローラとされている。
【００４９】
　また、テンションローラ１７は、ベルトの張力が所定の値（本例では１００Ｎ）となる
ように張力を付与している。また、テンションローラ１７はステンレス製であり、外径が
φ２０、内径φ１８程度に形成された中空ローラである。
【００５０】
　そして、テンションローラ１７は、加圧ベルト１６が走行中にその幅方向へ揺動するよ
うにステアリングローラとしての機能も併せ持っている。
【００５１】
　このステアリング機構は、加圧ベルト１６の幅方向における位置を検出する検出手段と
しての位置検出センサ１７Ａと、ステアリングローラ１７の長手方向（回転軸線方向）一
端を上下に変位させる変位機構が設けられている。そして、加圧ベルト１６が走行中（定
着中）に設定ゾーンから外れてしまわないように、コントローラ（ＣＰＵ）６００がセン
サ１７Ａの検出結果に基づいて変位機構を動作させてステアリングローラ１７を変位させ
る。その結果、加圧ベルト１６が幅方向へ寄ってしまいその端部が劣化してしまうなどの
不具合が生じるのを防止することができる。
【００５２】
　なお、このステアリングローラ１７の変位機構についても、ステアリングローラ１４の
変位機構と同様に、ステアリングローラ１７の長手方向一端と他端を互いに逆方向に変位
させる構成としても構わない。
【００５３】
　加熱ローラ１１と加圧ロール１５間に形成されたニップ域の入口側に、シリコンゴム製
の加圧パッド１８が設置されている。加圧パッド１８と加圧パッド１９間には所定の圧（
本例では４００Ｎ）が掛けられている。
【００５４】
　次に、ベルト離間機構について説明する。
【００５５】
　ベルト離間機構（接離手段）は、加圧ユニット２を回動中心Ｃを中心として回動させる
加圧アーム２１、加圧アーム２１の位置を決めるための加圧カム２２、加圧カム２２に接
続された駆動モータを有している。
【００５６】
　図４、５に示すように加熱ベルト１３から加圧ベルト１６を離間させる際には、駆動モ
ータにより加圧カム２２を反時計回りの方向に回動させることにより加圧アーム２１を下
方へ移動させる。このベルト離間機構の制御は上述したコントローラ６００により行う構
成とされている。つまり、コントローラ６００は駆動モータの回動を制御している。
【００５７】
　一方、図４、５の状態から図２、３の状態、即ち、加熱ベルト１３に加圧ベルト１６を
圧接させる際には、駆動モータにより加圧カム２２を時計回り方向に回動させることによ
り加圧アーム２１を上方へ移動させる。
【００５８】
　このように、加熱ベルトと加圧ベルトはベルト離間機構により接離可能な構成となって
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いる。なお、本例では、加圧ユニットを移動させることで接離動作を行う構成としている
が、このような例だけに限られない。例えば、加熱ユニットを移動させることで接離動作
を行う構成や、加熱ユニットと加圧ユニットの双方を移動させることで接離動作を行う構
成であっても構わない。
【００５９】
　（ジャム発生から画像形成再開までの処理シーケンス）
　次に、ジャムが発生してから画像形成を再開させるまでの処理シーケンスについて図２
０を用いて説明する。この処理シーケンスでは、コントローラ６００により各種機器の制
御が行われる構成とされている。
【００６０】
　まず、定着器でのジャムの発生を検出する機構について説明する。
【００６１】
　定着器５００よりもシートＰの搬送方向上流側と下流側のそれぞれにシートＰの通過を
検出するシート通過センサを設け、これらシート通過センサの出力をコントローラ６００
へ送出する構成とする。
【００６２】
　そして、上流側のシート通過センサでシートの通過を検出してから設定時間以内に下流
側のシート通過センサでシートの通過が検出される場合には「正常」状態であると判定し
、定着処理を継続させる。
【００６３】
　一方、上流側のシート通過センサでシートの通過を検出してから、下流側のシート通過
センサでのシート検出がされずに設定時間が経過してしまった場合には「異常（ジャム）
」状態であると判定し、定着処理を中断させる。
【００６４】
　このように、定着器においてシートＰの搬送異常、即ち、ジャムが検出された際には、
コントローラ６００は直ちに画像形成処理（定着処理）を中断し（Ｓ１）、加熱ベルトや
加圧ベルトの回転を停止させる。そして、コントローラ６００は、ベルト離間機構を作動
させることで加圧ベルト１６を加熱ベルト１３から離間させる（Ｓ２）。
【００６５】
　このような処理を行った上で、ユーザにジャム処理を促す、即ち、定着器からシートＰ
を取り除くように報知する（Ｓ３）。このユーザへの報知は、画像形成装置の上部に設置
された操作部である液晶表示部７００（図１）に「ジャム処理を行って下さい」といった
メッセージを表示することにより行われる。つまり、コントローラは液晶表示部に上述の
メッセージが表示されるように液晶表示部を制御する。
【００６６】
　その後、装置の前扉を開放することでユーザによるジャム処理が行われる。そして、再
度、前扉が閉められると、コントローラ６００は、ジャム処理が終了したものと判定する
（Ｓ４）。
【００６７】
　そして、ジャム復帰シーケンス（リカバリー動作）を開始する。具体的には、加熱ベル
トや加圧ベルトを回転させ、ハロゲンヒータによる温調を開始する。このとき、加熱ベル
トや加圧ベルトの位置をチェックするベルト位置チェックシーケンスを併せて実施される
。具体的には、位置検出センサ１４Ａ，１７Ａによるベルトの位置検出動作が行われる。
【００６８】
　そして、コントローラは、加熱ベルトの温度が目標温度である設定温度に達した時点で
ジャム復帰シーケンスを終了させる（Ｓ７）。
【００６９】
　そして、ジャム復帰シーケンスの終了に伴い、ベルト離間機構を作動させることで加圧
ベルトを加熱ベルトに圧接させ、中断されていた画像形成を再開させる。
【００７０】
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　なお、このジャム復帰動作中において、記録材が適切に取り除かれていない場合や、加
圧ベルトが設定ゾーン内に位置していないことが検出された場合、「異常」と判断する（
Ｓ６）。このように、異常状態であると判断した際には、液晶表示部に「エラー」表示を
行い、画像形成を禁止させる。
【００７１】
　このような、ジャム処理が終了してから画像形成を再開させるまでに行う、定着処理を
遂行するために必要とされる一連の準備動作を、本例ではジャム復帰動作（リカバリー動
作）と呼ぶことにする。
【００７２】
　（ベルト移動規制機構）
　次に、ベルト移動規制機構（規制手段）について説明する。これは、ジャム処理時に、
加圧ベルトに貼り付いてしまったシートＰをユーザが横もしくは斜めの方向に引っ張って
しまうことに起因して加圧ベルトが設定ゾーンから幅方向へ外れてしまうのを防止するた
めの機構である。
【００７３】
　本例のベルト移動規制機構は、ベルト挟持ローラ３１と、このベルト挟持ローラ３１を
回転可能に支持する支持台３２を有している。この支持台３２は定着器の筐体に固定され
ている。
【００７４】
　このベルト挟持ローラ３１は、中空の芯金の上にシリコンゴムが被覆されたローラであ
り、加圧ベルト１６の幅方向全域と当接するような長さを有している。そして、ベルト挟
持ローラ３１は、動作時には、加圧ベルト１６を加圧ローラ１５との間で挟み込むように
挟持する。その際の挟持圧は、本例では１５０Ｎとされている。
【００７５】
　また、このベルト挟持ローラ３１は、加圧ベルトが加熱ベルトに圧接された状態（通常
定着時）では、加圧ベルトから離間するように配置されている（図３）。
【００７６】
　そして、図４、５に示すように、ジャム発生に伴いベルト離間機構により加圧ユニット
を加熱ユニットから退避させると、加圧ローラ１５の下方に位置したベルト挟持ローラ３
１が加圧ベルトの周面に圧接することになる。本例では、ベルト挟持ローラによるベルト
の移動規制を有効に行うため、加圧ローラ１５をバックアップローラ（回転体）として用
いている。従って、別途、バックアップローラを設ける必要がないため、装置のコストダ
ウンを図ることができる。なお、ジャム処理時に加圧ベルトが幅方向へ移動してしまうの
を防止できるのであれば、必ずしも、加圧ローラ１５のようなバックアップローラを必要
としない。但し、このような構成の場合、ベルト挟持ローラによる圧接力を大きくするこ
とが求められることから、ベルトの損傷や寿命を考慮すると、バックアップローラを利用
する前者の構成の方が望ましい。
【００７７】
　その結果、ジャム処理の際に加圧ベルト１６にその幅方向への力が作用しても、ベルト
挟持ローラ３１による挟持圧により加圧ベルト１６が幅方向へ移動してしまうのを防止す
ることができる。従って、ジャム処理を行っても加圧ベルトが設定ゾーン内に位置してい
ることから、ジャム復帰動作を適切に行うことができる。つまり、中断中の画像形成を早
期に再開することができる。
【００７８】
　一方、本例のようなベルト移動規制機構が無い場合、ジャム処理時に加圧ベルトが設定
ゾーンから外れてしまう恐れがある。このような事態が発生すると、ジャム復帰動作時の
ベルト位置チェックシーケンスでエラーが発生し、画像形成を再開することができなくな
ってしまう。具体的には、加圧ベルトの位置が位置センサ１７Ａの検出範囲を超えてしま
うと、加圧ベルトの位置検出を適切に行えなくなるからである。このような状況になると
、コントローラ６００は、異常状態であると判定しジャム復帰動作を中断し、操作部にエ
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ラー表示を行わせる。
【００７９】
　そして、ジャム処理が適切に行われて、ジャム復帰動作が開始された後、加圧ユニット
を加熱ユニットに圧接させる動作（当接動作）に連動して、ベルト挟持ローラが加圧ベル
トから離間する。従って、通常の定着処理時に、加圧ベルトの回転走行に要する負荷が大
きくなってしまうのを防止することができる。
【００８０】
　このように、本例では、ベルト移動規制機構として回転体であるベルト挟持ローラを採
用したため、ユーザはジャム処理を容易に行うことができる。つまり、加圧ベルトからシ
ートＰを引き剥がす際に加圧ベルトに走行方向への力が加わってもベルト挟持ローラ３１
は加圧ベルトに従動回転可能なため、ベルトの表面が劣化してしまうのを防止することが
できる。また、本例では、ベルトが走行方向に僅かであるが移動できることから、シート
Ｐを引っ張るのに要する操作力を小さくすることができる。
【００８１】
　なお、本例では、加圧ベルトの離間動作に伴い加圧ベルトに圧接するようにベルト挟持
ローラ３１が定着器の筐体に対して位置不動に設けられているが、このような構成だけに
限られない。例えば、ベルト挟持ローラ３１を上下方向に移動可能な構成とし、ジャムが
発生した際にベルト挟持ローラ３１を加圧ベルトに向けて移動させ圧接させる構成として
も構わない。このような構成の場合、ジャムが発生してからユーザにジャム処理を促すま
での間に、コントローラ６００によりベルト挟持ローラを圧接のため移動させれば良い。
なお、このベルト挟持ローラの移動機構としては、ベルト離間機構と同様な公知の構成を
採用すれば良い。
【００８２】
　また、本例では、ベルト移動規制機構が加圧ベルトの移動を規制する構成としているが
、その代わりに次のような例にも適用することが可能である。つまり、加熱ベルト用のベ
ルト移動規制機構を設け、この機構により加熱ベルトの移動を規制する構成とすることも
可能である。また、ベルト移動規制機構を加熱ベルト用と加圧ベルト用の両方に設ける構
成としても構わない。
【実施例２】
【００８３】
　次に図６、７を用いて実施例２の構成を説明する。なお、図６、７において、上記した
実施例１と同様な機能を奏するものについて同じ符号を付すことで詳細な説明を省略する
。つまり、本例は、ベルト移動規制機構（規制手段）として後述のベルト位置規制板４１
を用いたことが特徴であり、その他の構成は実施例１と同様である。
【００８４】
　図６、７に示すように、ベルト位置規制板４１は定着器の筐体に不動に取り付けられて
いる。このベルト位置規制板はベルト位置を規制するために必要な強度があればよく樹脂
や金属など素材はとくに限定されない。本例では、金属製のものを使用している。
【００８５】
　このベルト位置規制板４１は、加圧ベルトよりも幅方向外側に設置されており、加圧ベ
ルトが加熱ベルトに圧接された状態では、加圧ベルトと接触しないように構成されている
。一方、ジャム処理時にはベルト位置規制板４１は加圧ベルトの幅方向端縁と当接可能と
されている。
【００８６】
　具体的には、図４に示すように、ジャム発生に伴いベルト離間機構により加圧ユニット
を加熱ユニットから退避させると、加圧ベルトとベルト位置規制板４１が図７の紙面に垂
直な方向から見てオーバーラップした状態となる。つまり、ベルト位置規制板４１が加圧
ベルトの幅方向端縁と当接可能な位置となる。その結果、実施例１と同様に、ジャム処理
の際に加圧ベルトが設定ゾーンから幅方向へ外れてしまうのを防止することが可能となり
、中断中の画像形成を遅延させることなく早期に再開させることができる。
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【００８７】
　なお、本例では、図６、７に示すベルト位置規制板４１を加圧ベルトの幅方向他端側に
も設置しており、これら２つのベルト位置規制板４１により加圧ベルト１６の移動を規制
する構成としている。
【００８８】
　以上の構成により、ジャム処理時にベルト１６に幅方向への力が作用してもベルト１６
はベルト位置規制板４１に突き当たり、ベルトの位置を正常な設定ゾーン内に維持させる
ことができる。
【００８９】
　なお、本例では、定着器の筐体に位置不動に設けられたベルト位置規制板がベルトの離
間動作に連動して、ベルトの位置規制を行う位置へベルトに対し相対移動する構成として
いるが、次のような構成としても良い。つまり、ベルト位置規制板を移動させる機構を設
け、ジャム発生に伴いベルト位置規制板をベルトの幅方向端縁と当接可能な位置へ移動さ
せる構成としても構わない。
【００９０】
　また、本例では、ベルト位置規制板が加圧ベルトの移動を規制する構成としているが、
その代わりに次のような例にも適用することが可能である。つまり、加熱ベルト用のベル
ト位置規制板を設け、この機構により加熱ベルトの移動を規制する構成とすることも可能
である。また、ベルト位置規制板を加熱ベルト用と加圧ベルト用の両方に設ける構成とし
ても構わない。
【実施例３】
【００９１】
　次に図８を用いて実施例３の構成について説明する。本例の画像加熱装置としての定着
器５００は加熱ローラと加圧ベルトを用いた定着器とされている。なお、本例において、
上記した実施例と同様な機能を奏するものについては同符号を付すことで詳細な説明を省
略する。
【００９２】
　そして、本例では、ベルト移動規制機構として後述のベルト位置規制板２０１を用いた
ことが特徴であり、その他の構成は実施例１と同様である。
【００９３】
　まず、加熱ローラと加圧ベルトを用いた定着器５００の構成について簡単に説明する。
【００９４】
　加熱ユニットは、加熱ローラ６０と、この加熱ローラ６０の内部に設置されたハロゲン
ヒータ１２を有している。このハロゲンヒータ１２は、実施例１と同様に、加熱ローラの
表面が目標温度である設定温度を維持するように供給される電力がコントローラにより制
御される。
【００９５】
　この加熱ロール６０は、外径５６ｍｍ、内径５０ｍｍのアルミニウム円筒管からなる金
属性コアを有し、この金属性コア内にヒータ１２を内蔵されている。そして、加熱ローラ
６０は、金属製コアの表面に厚さ２ｍｍ、硬度（アスカーＣ）４５゜のシリコンゴムから
なる弾性層、さらに弾性層の表面にＰＦＡもしくはＰＴＦＥ耐熱離型層が順次被覆された
構成となっている。
【００９６】
　加圧ユニットは、実施例１と同様な構成となっており、加圧ベルト１６、加圧ローラ１
５、テンションローラ１７、加圧パッド１８、オイル塗布ローラ５０を有している。この
ように、加圧ベルト１６は、加圧ローラとテンションローラにより、循環回転可能に、且
つ、所定の張力（例えば１００Ｎ）で掛け渡されている。
【００９７】
　オイル塗布ローラ５０は、加圧ベルトの内面と加圧パッド間の摺動抵抗を低減させるた
め加圧ベルト１６の内面にオイルを塗布する。このオイルとしては粘度１０００ＣＳ程度
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成となっている。また、オイル塗布ローラ５０は加圧ベルトに従動回転可能に支持されて
いる。
【００９８】
　次に、図９を用いて本例での加圧ベルトの寄り制御機構（揺動手段）について説明する
。
【００９９】
　側板４２０の外側に固定された軸４５５を中心に回動可能に支持された支持アーム４５
４にはバネ４５６が保持されている。このバネ４５６は、テンションローラ１７を回転可
能に且つベルト張架方向に移動可能に支持されたテンションローラ用の軸受４５３を、ベ
ルト張架方向に付勢する。
【０１００】
　また、支持アーム４５４の外周には扇形ギア４５２が固定されており、この扇形ギア４
５２はステッピングモータ４５０の駆動により回転駆動可能なウォーム４５１と噛合して
いる。また、加圧ベルト１６よりも幅方向端部側には、加圧ベルトの幅方向（図９のＦ方
向、Ｒ方向に平行な方向）における位置を検出するための位置検出機構８０（図８）が設
けられている。
【０１０１】
　なお、図９において７０は駆動入力ギアを示しており、このギア７０には定着ローラ６
０を回転駆動するための駆動力が入力される。
【０１０２】
　次に図１０、１１を用いて位置検出機構８０について説明する。なお、図１１は位置検
出機構８０を下方から見た図である。
【０１０３】
　位置検出機構８０は、ベルト位置検知アーム８３とセンサフラグ８２を有しており、回
転軸８４を中心に回転可能な構成とされている。そして、付勢バネ８５によってベルト位
置検知アーム８３が加圧ベルト１６の幅方向端縁に常時接触するように構成されている。
また、センサフラグ８２には、切り欠き８２ａ及び切り欠き８２ｂが設けられている。
【０１０４】
　従って、ベルト位置検知アーム８３とセンサフラグ８２は、加圧ベルト１６のＦ方向及
びＲ方向（図９）の動きに追従し、回転軸８４を中心に回転することになる。
【０１０５】
　さらに、位置検出機構８０にはフォトセンサ８１ａ及びフォトセンサ８１ｂが設けられ
ている。
【０１０６】
　加圧ベルト１６のＦ方向及びＲ方向への移動に伴い、フォトセンサ８１ａ、８１ｂがセ
ンサフラグ８２の切り欠き８２ａ、８２ｂと対面することで位置検出が行われる構成とな
っている。
【０１０７】
　具体的には、フォトセンサ８１ａ、８１ｂは、フォトインタラプタと呼ばれるものを使
用しており、切欠き８２ａ、８２ｂと対面すると光が遮られなくなることを利用して信号
を送出する、つまり、ＯＮ／ＯＦＦを検出する。
【０１０８】
　本例では、表１に示す２つのフォトセンサのＯＮ／ＯＦＦの組み合わせにより、加圧ベ
ルト１６がどの位置にあるのかの判断をコントローラが行っている。そして、ベルトの位
置に応じてテンションローラ１７を変位させている。
【０１０９】
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【表１】

【０１１０】
　具体的には、加圧ベルト１６が矢印Ｒ側（図８）に片寄ってくると位置検出機構８０が
「Ｒ方向の片寄り」状態を検出し、コントローラへその情報を送る。コントローラはこの
とき扇形ギア４５２を軸４５５中心に上方に移動させるべくステッピングモータ４５０を
回転制御する。
【０１１１】
　その結果、加圧ベルト１６が逆方向すなわち図９においてＦ側に移動していく。
【０１１２】
　一方、位置検出機構８０が「Ｆ方向の片寄り」状態を検出すると、その情報をコントロ
ーラに送る。コントローラは、軸４５５を中心に扇形ギア４５２を下方に移動させるべく
ステッピングモータ４５０を回転制御する。
【０１１３】
　このような一連の制御を繰り返し行うことにより、加圧ベルト１６は設定ゾーン内を維
持するように揺動することになる。
【０１１４】
　なお、万が一、「寄り切りエラー」状態が検出された場合には、その情報を受けたコン
トローラは直ちに定着処理を中断させ操作部にエラー表示が行われるように制御する。
【０１１５】
　次に、図１２を用いて、加圧ベルト１６の加熱ローラ６０に対する着脱機構について説
明する。
【０１１６】
　図１２において、定着器の全体を支持する底板２０３と一体で構成された側板２０２が
軸２０４を有しており、軸２０４を中心に回動自在な回動板２１０が設けられている。こ
の回動板２１０は加圧バネ２１３を介してカム２１５によって下方から支持されている。
さらに、回動板２１０には、加圧ローラ１５を回動自在に支持し、軸２０４を中心に加圧
ローラ１５を上下方向に移動可能に構成している。
【０１１７】
　カム２１５は、不図示のステッピングモータによって回転制御される。例えば、定着器
がシートＳに対する定着動作を行わないときには、加圧ユニットを加熱ローラ６０から離
間させる位置に回動板２１０を移動させる。
【０１１８】
　なお、カム２１５と回動板２１０とばね２１３は加圧ベルト１６の幅方向他端側にも同
様に設けられており、加圧ユニット（加圧ローラ）の上下動を行う。
【０１１９】
　（ジャム発生時の処理）
　次にジャム処理のための構成と動作を説明する。なお、図２０を用いて説明した処理シ
ーケンスと同様である。
【０１２０】
　シートＰが加圧ベルト１６と加熱ローラ６０との間で挟持された状態のまま停止（ジャ
ム）した場合、コントローラは加熱ローラ６０に対する加熱動作と回転動作を直ちに停止
させる。また、コントローラは、カム２１５を回転させることで加圧ユニットが加熱ロー
ラ６０から離間するように制御する。
【０１２１】
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　本例の定着器５００は画像形成装置本体に対してスライダ２１２を介してスライド可能
に支持されており、図１３、１４に示すように、画像形成装置本体外へ定着器を引き出す
ことができる。つまり、少なくとも定着器を保持し装置本体外へ引き出すための引き出し
機構（引き出し手段）を有している。従って、ユーザは、ジャムが発生した際には定着器
を機外へと引き出し、ジャム紙を取り除く作業を行うことになる。
【０１２２】
　（ベルト移動規制機構）
　次に、ジャム処理時における加圧ベルト１６の横方向への移動を規制するためのベルト
移動規制機構の構成について説明する。
【０１２３】
　図１２、１３、１５は定着器が装置本体内に収容されている状態を示した図である。図
１４、１６、２１は定着器が装置本体外へ引き出されている状態を示した図である。
【０１２４】
　（１）定着器が装置本体内に収容されているとき
　図１２、１３、１５において、示すように、軸２０４上に軸方向に移動可能なベルト位
置規制板２０１とカラー２１１を設け、両者をばね２１４で連結している。カラー２１１
が軸方向（図１２の方向Ｂ）に移動するとベルト位置規制板２０１も同方向に移動する構
成となっている。
【０１２５】
　カラー２１１には突起２１１ａ（図１５）が設けられており、突起２１１ａは定着器５
００の底板２０３より下方に突出しており、画像形成装置本体の構造体の一部である支持
板２０７に設けた案内溝２０８に差し込まれている。
【０１２６】
　案内溝２０８には屈曲部２０８ａを設け、定着器５００が方向Ａ（図１２）に移動する
とき、突起２１１ａが屈曲部２０８ａに沿って移動し、カラー２１１およびベルト位置規
制板２０１がＢ´（Ｂと逆方向）方向へ移動する。つまり、図１３、図１５の状態（定着
器が装置内にセットされた状態）から図１４、図１６の状態（定着器が装置外に引き出さ
れた状態）に移行すると、カラー２１１およびベルト位置規制板２０１がＢ´方向へ移動
する。
【０１２７】
　ベルト位置規制板２０４の下方にはベルト位置規制板２０４に対するロック機構が設け
られており、このロック機構は支点２０５ａを中心に回動可能な固定板２０５と、付勢ば
ね２０６（図１３、１４）からなる。定着器５００が装置本体内に収容されているとき（
図１３、１４）、本体装置内の支持板２０７上に設けた突起２０９により固定板２０５が
回動してベルト位置規制板２０１から離間する。その結果、ベルト位置規制板２０１のＢ
方向（図１２）への移動を自由にする。
【０１２８】
　図１５は、定着器５００が装置本体内に収容され、定着動作が可能な状態を示した図で
ある。このとき、カラー２１１はベルト１６から遠い位置である２０８ａの位置にあり、
ベルト位置規制板２０１を加圧ベルト１６の幅方向端部から離間した位置で停止している
。ベルト位置規制板２０１は、位置検出機構８０（図１８）によるベルト位置検知範囲ｄ
の外側に位置している。
【０１２９】
　加圧ベルト１６の幅方向における位置は、前述のベルト寄り制御によって変化するが、
位置検出機構８０で検知され、ベルト位置検知範囲ｄ内でベルト位置が蛇行制御される。
【０１３０】
　万が一、ベルト位置検知範囲ｄからベルト１６の端部がはみ出してしまった場合は異常
状態とみなし、コントローラが定着器５００の動作を停止する。本例では、ベルト１６の
端部の十分な保護を鑑み、距離ｄを４ｍｍに設定してベルト位置制御を行っている。
【０１３１】
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　（２）定着器が装置本体から引き出されるとき
　図１６は定着器５００が装置本体から引き出される途中の状態を示した図である。具体
的には、カラー２１１の突起２１１ａが案内溝２０８に従って図１２において右方向に移
動し、位置２０８ｂにある。このときベルト位置規制板２０１は、ベルト位置検知範囲ｄ
内に入り、ベルト１６の端部の位置によってはベルト位置規制板２０１と接触する。
【０１３２】
　ベルト１６の端部がベルト位置検知範囲ｄの限界位置ｄ１にあった場合であっても、バ
ネ２１４は密着せず、弾性を保ったままになるようにバネ寸法を幾何学的に決定している
。
【０１３３】
　図１７および図２１は定着器５００が装置本体からさらに引き出された状態を示した図
である。
【０１３４】
　カラー２１１とベルト位置規制板２０１は回動した固定板２０５により位置が固定され
、装置本体の案内溝２０８から外れて完全に外に取り出されてもその位置を保持する。
【０１３５】
　以上のように、ジャム処理の際に、定着器５００が装置本体から引き出された状態では
ベルト１６の幅方向の位置はベルト位置規制板２０１によって制限される。
【０１３６】
　仮にジャム処理作業の過程においてベルト１６が幅方向への力を受けた場合でも、ベル
ト位置規制板２０１によりベルト１６がベルト位置検知範囲（設定ゾーン）ｄから外れて
しまうのを防止することができる。従って、ジャム復帰動作が正常に行われることから、
中断中の画像形成を早期再開することができる。なお、定着器５００が装置本体内に戻さ
れれば、ベルト位置規制板２０１による位置規制が解除されるので、通常の定着処理時に
ベルと１６とベルト位置規制板２０１とが摺動してしまうことがない。つまり、ベルト位
置規制板２０１によりベルト１６の端部が劣化してしまうのを防止することができる。
【０１３７】
　上述の例では、ベルト位置規制板をベルトの幅方向一端側だけに設けているが、これを
ベルトの幅方向両端側に設けるとなお好ましい。
【０１３８】
　また、定着器を装置本体から引き出す方向は装置本体の側面に向けた方向に限らず、装
置本体の正面（前面）に向けた方向でも構わない。つまり、定着器の引き出す方向に応じ
てベルト位置規制板の動作方向を設定すれば良い。
【実施例４】
【０１３９】
　図１８、１９を用いて実施例４の構成について説明する。本例の画像加熱装置としての
定着器５００は実施例３と同様な加熱ローラと加圧ベルトを用いた定着器とされている。
なお、本例においても、上記した実施例と同様な機能を奏するものについては同符号を付
すことで詳細な説明を省略する。
【０１４０】
　本例では、ベルト移動規制機構、特に、ベルト位置規制板を移動させる機構が上記実施
例３とは異なる。
【０１４１】
　本例では、ベルト１６の幅方向両端側に位置するベルト位置規制板３０１と３０２は、
それぞれラック３０１ａおよび３０２ａを有しており、ベルト１６の幅方向と平行な方向
に移動可能な構成とされている。
【０１４２】
　ラック３０１ａと３０２ａは、モジュール１のインボリュート歯型で、定着器５００の
幅方向略中央の位置に設置された同じくモジュール１のピニオン３０３を共有している。
従って、ピニオン３０３を一方向に回動させると、ラック３０１ａと３０２ａにより２つ
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のベルト位置規制板を互いに反対方向に移動させることが可能となる。
【０１４３】
　また、それぞれのラックにはバネ３０１ｂおよび３０２ｂが設けられており、これらの
バネ３０１ｂ、３０２ｂはベルト１６をベルト位置規制板が挟みこむ方向に引っ張ってい
る。
【０１４４】
　図１８に示すように、定着器５００が装置本体内にあるとき、装置本体内に設けたガイ
ド３０６ａまたは３０６ｂがベルト位置規制板３０１または３０２に接触し、所定の位置
にベルト位置規制板を停止させている。ベルト位置規制板３０１および３０２は前述の実
施例３と同様にベルト位置検知範囲外に停止している。このように、図１８の状態ではベ
ルト位置規制板はベルト１６と接触不可能な位置にあり、ベルト１６の端縁を損傷させて
しまう恐れがないように構成している。
【０１４５】
　一方、ジャムが発生した場合、ジャム処理のため定着器５００が装置本体外に引き出さ
れると、ベルト位置規制板３０１および３０２は装置本体のガイド３０６ａと３０６ｂか
ら離れる。その結果、ベルト位置規制板３０１および３０２は、バネ３０１ａおよび３０
２ａの引っ張り力により、ベルト１６を挟みこむ方向に移動する。
【０１４６】
　定着器５００が装置本体からさらに引き出されると、図１９に示すように、本体側の突
起３０７により位置を固定されていたブレーキ３０４が本体側突起３０２から離れる。そ
して、ブレーキ３０４がピニオン３０３の下方に一体で設けたゴム板３０３ａに接触する
。その結果、バネ３０５の付勢力でゴム板３０３ａを摩擦保持し、ピニオン３０３の回転
を防止する。
【０１４７】
　このとき、ベルトの幅方向における位置は、ジャム発生前の寄り制御によりどの位置に
あるかは不特定だが、ベルト１６の端部は位置検出機構８０の検知範囲ｄ以内に常にある
。
【０１４８】
　しかし、本例では、定着器５００を装置本体外へ引き出す動作に連動して、ベルト位置
規制板３０１及び３０２の何れかがベルト１６の端縁と接触し得るように両規制板が移動
する構成となっている（図１９の状態）。
【０１４９】
　従って、定着器５００が装置本体外に引き出されたときには、ベルト１６の幅方向への
移動を制限することが可能となり、ジャム処理時にベルト１６がベルト位置検知範囲から
外れてしまうのを防止することができる。
【０１５０】
　なお、上述の実施例３、４では、定着器５００を装置本体外に引き出す動作を利用して
ベルト位置規制板を移動させる構成としているが、次のような構成としても構わない。つ
まり、モータまたはソレノイドなどのアクチュエータを設け、そして、ジャムが発生して
からジャム処理を許容する状態となるまでの間に、このアクチュエータによりベルト位置
規制板を移動させる構成としても構わない。このような構成にすると、定着器５００が装
置本体内にあってもベルト位置規制板を移動させることが可能となる。なお、この場合、
ジャム処理が終了してからジャム復帰動作を開始するためベルト１６を回転開始させる前
までの間に、アクチュエータによってベルト位置規制板をベルト位置検知範囲外に退避さ
せれば良い。
【０１５１】
　また、上述した実施例１～４では、画像加熱装置として定着器を例に説明したが、次の
ような装置にも本発明を同様に適用することが可能である。つまり、定着器によりトナー
像が定着されたシートを加熱することにより画像の光沢度を向上させる光沢向上装置にも
本発明を同様に適用することができる。
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【図面の簡単な説明】
【０１５２】
【図１】画像形成装置全体を示す概略断面図
【図２】実施例１における加熱ユニットと加圧ユニットが圧接された状態にある定着器の
概略断面図
【図３】実施例１における加熱ユニットと加圧ユニットが圧接された状態にある定着器の
概略断面図
【図４】実施例１における加熱ユニットと加圧ユニットが離間した状態にある定着器の概
略断面図
【図５】実施例１における加熱ユニットと加圧ユニットが離間した状態にある定着器の概
略断面図
【図６】実施例２における加熱ユニットと加圧ユニットが圧接された状態にある定着器の
概略断面図
【図７】実施例２における加熱ユニットと加圧ユニットが離間した状態にある定着器の概
略断面図
【図８】実施例３における定着器の概略断面図
【図９】実施例３における定着器の概略斜視図
【図１０】実施例３における位置検出機構の概略斜視図
【図１１】実施例３における位置検出機構の概略斜視図
【図１２】実施例３における定着器の端部側の概略斜視図
【図１３】実施例３における定着器が装置本体内に収納された状態を説明する概略断面図
【図１４】実施例３における定着器が装置本体外に引き出される途中の状態を説明する概
略断面図
【図１５】実施例３における定着器の端部側の概略斜視図
【図１６】実施例３における定着器の端部側の概略斜視図
【図１７】実施例３における定着器の端部側の概略斜視図
【図１８】実施例４におけるベルト移動規制機構の概略断面図
【図１９】実施例４におけるベルト移動規制機構の概略断面図
【図２０】ジャムが発生した際のフローチャート
【図２１】実施例３における定着器の端部側の概略斜視図
【符号の説明】
【０１５３】
　１　加熱ユニット
　２　加圧ユニット
　１１　加熱ローラ
　１２　ヒータ
　１３　加熱ベルト
　１４　テンションローラ（ステアリングローラ）
　１５　駆動ローラ
　１６　加圧ベルト
　１７　テンションローラ（ステアリングローラ）
　１８　加圧パッド
　１９　加圧パッド
　２１　加圧アーム
　２２　加圧カム
　３１　ベルト挟持ローラ
　３２　支持台
　４１、２０１、３０１、３０２　ベルト位置規制板
　６０　加熱ローラ
　８０　位置検出機構
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　１００　画像形成装置
　５００　定着器
　６００　コントローラ
　Ｐ　シート（記録材）
　Ｔ　トナー

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】



(20) JP 5116375 B2 2013.1.9

【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】
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